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Ⅰ　法令事務（遊休農地に関する措置）

１　現状及び課題

　

２　平成２７年度の目標案及び活動計画案

３　地域の農業者等からの意見等

※　地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入

４　地域の農業者等からの意見等を踏まえた平成２７年度の目標及び活動計画

調査方法

・耕作放棄地発生防止及び解消に向けた取り組み
通年　農地の利用状況調査
随時　農業委員会総会等における発生防止策の検討
８～12月　 農地パトロール（管内全治区）

遊休農地への指導 実施時期：　－

調査実施時期 調査員数（実数） 調査結果取りまとめ時期

4月～3月 ６５人 12月～1月

目標案に対する意見等 特になし。

活動計画案に対する
意見等

特になし。

目　　　　標 遊休農地の解消面積　　　　　　　　　　　　8.6ｈａ

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

平成２７年度の目標及びその達成に向けた活動計画

農 業 委 員 会 名

都 道 府 県 名 福岡県

久留米市農業委員会

目　　標　　案
遊休農地の解消面積　　　　　　　　　　　　9.2ｈａ

目標案設定の考え方：　遊休農地面積の1割の解消

現　　　　　状
（平成27年4月現在）

管内の農地面積（Ａ） 遊休農地面積（Ｂ）

課　　　　　題
山間・山麓地区（約40ha）に多く存在し、狭小地、不整形地等であり解消が難し
い。既存遊休農地が解消されても、新規の遊休農地が発生している。

割合（Ｂ／Ａ×100）

7,840ｈａ　　 92.9ｈａ　　　 1.2%

遊休農地への指導 実施時期：　－

12月～1月65人4月～3月

調査結果取りまとめ時期調査員数（実数）調査実施時期

農地の利用状況
調査

活
動
計
画

調査方法

・耕作放棄地発生防止及び解消に向けた取り組み
通年　農地の利用状況調査
随時　農業委員会総会等における発生防止策の検討
８～12月　 農地パトロール（管内全治区）



Ⅱ　促進等事務

１　認定農業者等担い手の育成及び確保
（１）　現状及び課題

　 農家数

　うち主業農家

農業生産法人数

（２）　平成２７年度の目標案及び活動計画案

（３）　地域の農業者等からの意見等

※　地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入

（４）　地域の農業者等からの意見等を踏まえた平成２７年度の目標及び活動計画

活動計画

農業委員等から意欲のあ
る農業者の情報収集を行
い、農政課と連携し認定
の推進活動を実施する。

－ －

目　　　　　標 20経営　　 0法人　　 0団体　　　

認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

目標案に対する意見等 特になし。

活動計画案に対する
意見等

特になし。

826経営 0法人　 0団体　
59法人　

特定農業団体
現　　　　　状

（平成２７年４月現在）

5,701戸　 認定農業者 特定農業法人

0団体　　　

認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

20経営　　

目　　標　　案
目標案設定の考え方：
　　　　　　　　　　市の計画により毎年度20経営体の増加を目指しているため。

課　　　　　題

農業従事者の高齢化、及び認定農業者としてのメリットが少なくなってきている
為、再認定件数が減少している。
また、39歳以下の農業者への認定農業者制度の説明や、意義・メリットの理解不
足がある。

0法人　　

活動計画案 －

農業委員等から意欲のあ
る農業者の情報収集を行
い、農政課と連携し認定
の推進活動を実施する。

－

1,529戸　



２　担い手への農地の利用集積

（１）　現状及び課題

　

（２）　平成２７年度の目標案及び活動計画案

（３）　地域の農業者等からの意見等

※　地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入

（４）　地域の農業者等からの意見等を踏まえた平成２７年度の目標及び活動計画

目　　　　　標 集積面積　80ｈａ　

活動計画

１月　８月　　　広報誌で農用地利用集積計画による利用権設定の制度等を周知。
７月　　　　 　　認定農業者規模拡大助成金制度の周知チラシの配付
３月　１０月　　農地の利用集積に向けた掘り起こし活動
　　　　　　　　　（利用権申し込み受付け後、再設定の意向確認）
　
通 　年　  　   農地銀行制度を活用し、農家の方に希望とされる農地を斡旋する。
                   集落営農組織設立への参画

目標案に対する意見等 特になし。

活動計画案に対する
意見等

久留米市農業委員会の活動により、地域の農地、農業基盤が守られており大きな役割
を果たして頂いていると思う。今後、地域農業の環境変化により、耕作放棄地の増加の
リスクがさらに高まっている。農地を守っていくために、さらなる担い手への農地集積、基
盤整備、担い手支援を進めて頂きたい。外部に向けた情報発信を、特にまずは農業者
に対して現状や課題の発信を行って頂けたらと思う。

活動計画案

１月　８月　　　広報誌で農用地利用集積計画による利用権設定の制度等を周知。
７月　　　　 　　認定農業者規模拡大助成金制度の周知チラシの配付
３月　１０月　　農地の利用集積に向けた掘り起こし活動
　　　　　　　　　（利用権申し込み受付け後、再設定の意向確認）
　
通 　年　  　   農地銀行制度を活用し、農家の方に希望とされる農地を斡旋する。
                   集落営農組織設立への参画

集積面積　80ｈａ　

35.80%

課　　　　　題
農家の高齢化、後継者不足により地域の農業を担う者が減少しており、地域の
状況にあわせた担い手の育成・確保が困難である。

目　　標　　案

目標案設定の考え方：過去２年間の平均集積面積

7,840ｈａ　　 2,807ｈａ　　　

現　　　　　状
（平成27年4月現在）

管内の農地面積 これまでの集積面積 集積率



３　違反転用への適正な対応

（１）　現状及び課題

　

（２）　平成２７年度の目標案及び活動計画案

（３）　地域の農業者等からの意見等

※　地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入

（４）　地域の農業者等からの意見等を踏まえた平成２７年度の目標及び活動計画

目　　　　　標 違反転用の解消面積　 0.1ｈａ　

活動計画

○違反転用の是正指導
　　　事前着工者等に対し、許可が必要であることの説明や聞き取り。

○違反転用の発生防止に向けた取組
　　　通年　農地の利用状況調査の実施による、違反転用の早期発見。

目標案に対する意見等 特になし。

活動計画案に対する
意見等

特になし。

活動計画案

○違反転用の是正指導
　　　事前着工者等に対し、許可が必要であることの説明や聞き取り。

○違反転用の発生防止に向けた取組
　　　通年　農地の利用状況調査の実施による、違反転用の早期発見。

現　　　　　状
（平成27年4月現在）

0.015%

目　　標　　案

違反転用の解消面積　 0.1ｈａ　

目標案設定の考え方：違反転用面積の1割の解消

管内の農地面積（Ａ） 割合（Ｂ／Ａ×１００）

7,840ｈａ　　 1.17ｈａ　　　

課　　　　　題

現状での違反転用案件については、大規模な違反転用案件が多く農地復元が
困難である。
集落内及びほ場整備地区以外での違反転用の把握が困難である。
違反転用の早期発見が難しい。

違反転用面積（Ｂ）


